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研究要旨： 食中毒発生時の迅速な原因究明は、特に広域事例での被害拡大防止に

極めて重要である。一方、ウイルスは食品中で極微量のみが維持されるため、検査

法の精度・感度向上は必須の課題である。国内では二枚貝（平成 13 年）及びセミ

ドライトマト（平成 21 年）のウイルス検査法が通知されているが、多様な食品が

ヒトノロウイルス（HuNoV: Human Norovirus）食中毒の原因と推定される現況を踏

まえ、一般食品に対応する汎用性の高い検査法提示は食品衛生上喫緊の課題と言え

る。同時に、食品輸出入に係る検査法は国際整合性も踏まえる必要がある。本研究

では、過去の大規模広域食中毒事件（食パン：平成 26 年、刻みのり：平成 29 年）

で原因食品特定に活用された検出法の改良により、新規変異型ウイルスへの対応、

実行性の確認、検査感度、陽性コントロールや検量線等の精度検証を行い、国内検

査法としての提案を検討する。また、食品中に存在する RNAをメタゲノム解析する

ことで、食品中の夾雑物及びウイルスをプロファイル化し、食品処理法の改善に資

する知見を集積、食品由来病原ウイルスへの対応も試みる。 

 本分担研究では、今年度、食品のウイルス検査法の整備・公開の研究の一環とし

て、食中毒事件対応時の検査法の実態などに関して国際情報の収集を実施した。そ

の結果、米国および英国においては、食中毒事件対応時に食品のウイルス検査を必

ずしも実施していないことが確認された。また、米国や英国をはじめとする欧米の

一部の国においてみられる推奨事項「食品取扱事業従業員にノロウイルス感染が確

認された場合には、症状が消失してから 48 時間待機後に仕事に復帰する」につい

て、その待機時間の根拠に関する調査を行った結果、一部の実験データは存在する

ものの全体としては現場での安全管理指導における現実的な対応である可能性が

示唆された。 
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Ａ. 研究目的 

 食中毒発生時の迅速な原因究明は、特に

広域事例での被害拡大防止に極めて重要で

ある。一方、ウイルスは食品中で極微量のみ

が維持されるため、検査法の精度・感度向上

は必須の課題である。国内では二枚貝（平成

13 年）のノロウイルス及びセミドライトマ

ト（平成 21 年）の A 型肝炎ウイルスに関し

てウイルス検査法が通知されているが、多

様な食品がヒトノロウイルス（HuNoV: 

Human Norovirus）食中毒の原因と推定され

る現況を踏まえ、一般食品に対応する汎用

性の高い検査法提示は食品衛生上喫緊の課

題と言える。同時に、食品輸出入に係る検査

法は国際整合性も踏まえる必要がある。本

研究では、過去の大規模広域食中毒事件（食

パン：平成 26 年、刻みのり：平成 29 年）

で原因食品特定に活用された検出法の改良

により、新規変異型ウイルスへの対応、実行

性の確認、検査感度、陽性コントロールや検

量線等の精度検証を行い、国内検査法とし

ての提案を検討する。また、食品中に存在す

る RNA をメタゲノム解析することで、食品

中の夾雑物及びウイルスをプロファイル化

し、食品処理法の改善に資する知見を集積

することにより、食品由来病原ウイルスへ

の対応も試みる。 

 本分担研究では、食品からのウイルス検

出法の整備・公開の研究の一環として、食中

毒事件対応時の検査法の実態などに関して

国際情報の収集を実施した。 

 具体的には、英国および米国での食中毒

事件対応時における食品からのウイルス検

出に関する調査を行った。また、米国や英国

をはじめとする欧米の一部の国において

「食品取扱事業の従業員でノロウイルス感

染が確認された場合には、症状が消失して

から 48 時間待機後に仕事に復帰すること」

との推奨事項の記述が見られるため（参考

資料 1、2）、その根拠等に関する調査を行

った。 

 

Ｂ. 研究方法 

 食中毒発生時における原因食品のウイル

ス検査に関して、米国および英国をはじめ

とする英語で情報提供している欧米各国政

府機関のウェブページの調査を行った。 

 さらに食中毒発生時の食品検体の採取お

よび保存に関しては、米国疾病予防管理セ

ンター（US CDC: Centers for Disease 

Control and Prevention）のウェブページ

に紹介されている MMWR（Morbidity and 

Mortality Weekly Report）論文（参考資料

3）の調査を行った。食品取扱事業の従業員

が感染した場合、症状が消失してから仕事

に復帰するまでの待機時間を「48時間」と

する推奨事項については各国政府機関のウ

ェブページを、またその科学的根拠となる

論文等については上記 MMWR 論文の引用文

献を調査した。 

 また2022年 10月から 2023年 1月にかけ

て、US CDCおよび英国健康保護局（UK HPA: 

United Kingdom Health Protection Agency）

でノロウイルスをはじめとするウイルスの

アウトブレイク対応のために疫学調査およ

び検査情報を取り扱っていた担当者複数人

に電子メールでの聞き取り調査（Personal 

Communication）を実施した。また、2023 年

2月には米国食品医薬品局（US FDA: United 

States, Food and Drug Administration）

および米国農務省食品安全検査局（USDA 

FSIS: United States Department of 
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Agriculture, Food Safety and Inspection 

Service）の担当者から直接聞き取り調査を

行った。調査内容はいずれも食中毒事件発

生時における食品のウイルス検査実施の実

態およびその方法についての情報であった。

また食品取扱事業の従業員において、ノロ

ウイルス感染時に症状が消失してから仕事

に復帰するまでの待機時間を「48時間」と

する推奨事項の科学的根拠についても聞き

取り調査を行った。 

 

Ｃ. 研究結果 

１．政府機関ウェブページでの情報提供 

（1）US CDC、US FDAによる情報提供 

 英語で情報提供を行なっている欧米各国

のウェブページの調査を行ったところ、US 

CDC のノロウイルス関連のウェブページに

て食中毒アウトブレイク発生時の食品検体

採取に関する記述がみられた（参考資料 4）。 

 それによると、食中毒アウトブレイク発

生時に原因食品であることが疑われた場合

には、ただちに当該食品検体を採取し−20℃

で冷凍保存、水検体は冷蔵庫内もしくは氷

上にて 4℃で冷蔵保存すべきであると記載

されていた。さらに一部の食品（貝類、葉物

野菜、ベリー類）からのノロウイルスの抽出

方法、検出方法に関する US FDAの文献（参

考資料 5）が紹介されていた。 

（2）MOHLTCによる情報提供 

 「食品取扱事業の従業員がノロウイルス

に感染した場合、症状が消失してから 48時

間後に仕事に復帰する」という推奨事項に

ついては、カナダのオンタリオ州保健・長期

介護局（MOHLTC: Ministry of Health and 

Long Term Care）が 2018年に作成、同局の

ウェブページに掲載した文書にその経緯が

記載されている（参考資料 6）。それによる

と、1994 年以前の報告の多くでは、症状回

復後のノロウイルスの便中への排出は 48～

72 時間であり、これらの研究結果にもとづ

いて、食品提供施設を含む高リスクな施設

においては、標準的な待機期間は症状回復

後「48 時間」となったと記載されていた。

参考資料 6 の引用文献（参考資料 7）による

と、症状回復後およそ 24 時間および 48 時

間経過した時点で調理に従事した食品取扱

者が感染源となった可能性が初めて報告さ

れたのが 1986 年のこの論文であり、その中

で著者らは「回復後、少なくとも 48時間は

食品の取り扱いに従事しないことを推奨す

る」と記載している。その後の研究で、患者

が症状回復後 72 時間を超えてもウイルス

を排出することが判明したが（参考資料 8）、

その感染・伝播能力との関連に関するデー

タが不十分であり、現在に至るまで「48時

間」の待機期間が使われていると記載され

ていた。 

（3）HPSC Irelandによる情報提供 

 「食品取扱事業の従業員がノロウイルス

に感染した場合、症状が消失してから 48時

間後に仕事に復帰する」という推奨事項に

ついて、「48時間」の根拠を調査するため

の少し古い資料としては、アイルランドの

保健サーベイランスセンター（HPSC: 

Health Protection Surveillance Centre；

旧 称 NDSC: National Disease 

Surveillance Centre）が 2004 年 4月に作

成、同局のウェブページに掲載した文書に

「症状回復後少なくとも 48時間」の記載が

ある（参考資料 9）。参考資料 9 の引用文献

（参考資料 10）によると、既に 1993 年の時

点で英国の Public Health Laboratory 
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Service（PHLS） Virology Committee の

Viral Gastroenteritis Sub-Committeeが

「食品取扱者は症状回復後 48 時間まで従

事しないこと」を推奨していた。この Sub-

Committeeメンバー10人のうち 4人が E. O. 

Caul博士、A. Curry博士、S. R. Palmer博

士、T. Riordan博士であり、彼らは 1993 年

に先立って「少なくとも 48時間」を推奨す

る論文を発表している（参考資料 11、12）。

参考資料 12 の論文では、参考資料 7の論文

を引用しており、特に強固なエビデンスが

得られない限りは「症状回復後 48時間」で

の復帰で問題ないだろう、と記載していた。 

 

２．MMWR 論文（参考資料 3）による情報提

供 

 US CDCのノロウイルス関連のウェブペー

ジはまた、アウトブレイク対応と疾患予防

のためのガイドラインを記した MMWR の論

文（参考資料 3）を紹介している（US CDC > 

Norovirus > Reporting and Surveillance 

for Norovirus）。この論文の Specimen 

Collection-Environmental Specimens の項

目では、US CDCのウェブページの推奨事項

と同様に、「特定の食品がアウトブレイクの

原因であると強く疑われた場合は、その食

品検体を早急に採取し、その検査に関して

US CDCまたは US FDAに相談し、食品検体

は−20℃で冷凍保存、水検体は冷蔵庫内もし

くは氷上にて 4℃で冷蔵保存すべきである。」

と記載されていた。 

 

３．EID 論文（参考資料 8）による情報提供 

 「食品取扱事業の従業員がノロウイルス

に感染した場合、症状が消失してから 48

時間後に仕事に復帰する」という推奨事項

が、当初はウイルスの便中への排出期間

「48～72 時間」にもとづいて決められた

という MOHLTCの記載（参考資料 6）を受

け、ノロウイルスの便中への排出期間に関

する研究の文献を、MMWR 論文（参考資料

3）の引用文献から抽出した。抽出された

EID（Emerging Infectious Diseases）の

論文（参考資料 8）では 16人の被験者に

ノロウイルスを実験感染させた後、経時的

に症状を観察し、また便中へのノロウイル

スの排出を Enzyme-Linked Immuno 

Sorbent Assay（ELISA）法およびより感度

の高い Reverse Transcription(RT)-PCR法

にて定量していた。ウイルス排出の経時変

化の結果によると、症状が治まってから約

1日後に便中ウイルス量はピークになり、

その後急速に減少することがわかった。し

かしながら、ノロウイルスの排出は ELISA

法では実験感染後平均 7日間（最長 10日

間）、RT-PCR法では平均 28日間（範囲：

13～56日間）検出されていた。排出され

たウイルスが感染性を有しているか否かを

結論づけるためにはウイルスの感染性を評

価するための感度の高い実験手法が必要で

あり、この論文においては、排出されたウ

イルスの感染性は不明とのことであった。

このため、ノロウイルスの排出に関しては

「48時間」を越える実験データはあるも

のの、ガイドラインにおいては現在も「48

時間」という待機期間が継続して使用され

ている可能性があると考えられた。 

 

４．米国の担当者の対応（US CDC、US FDA、

USDA FSISの調査結果） 

 US CDCの担当者によると、ウイルス性食

中毒事件が発生した際に、喫食した可能性
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のある食材のウイルス検査は実施していな

いとのことであった。その理由として、患者

報告時には食品残品が既に存在していない

場合が多いことや、食品残品からのウイル

ス検出が難しいことを挙げていた。US FDA

および USDA FSISの担当者も、検査は各州

の食中毒調査担当者やUS CDCの担当者が受

け持っているためあくまで一般論としての

回答であるが、同様に、行っていないと思わ

れるとのことであった。 

 また、「食品取扱事業従業員のノロウイル

ス感染時には症状が消失してから 48 時間

待機後に仕事復帰が可能」とする根拠に関

しては、US CDC、US FDA、USDA FSISの担当

者はともに、科学的には症状消失後 48時間

ではウイルス排出が継続している可能性を

否定できないが、食品取扱事業従業員（小規

模事業者の場合は経営者自身も含まれる）

に 48 時間以上の待機を推奨しても現実的

には守られないこと等に鑑み 48 時間待機

に決定された可能性を指摘していた。 

 

５．英国の担当者の対応（UK HPAの調査結

果） 

 UK HPAの担当者によると、米国の場合と

同様、ウイルス性食中毒事件が発生した際

に、喫食した可能性のある食材のウイルス

検査は実施していないとのことであった。

理由も同様で、患者報告時には食品残品が

既に存在していない場合が多いことや、食

品残品からのウイルス検出が難しいことを

挙げていた。 

 米国の政府機関と同様に英国の政府機関

も「食品取扱事業従業員のノロウイルス感

染時には、症状が消失してから 48時間待機

後であれば仕事復帰が可能」と情報提供し

ている（参考資料 2）。英国の担当者も、科

学的には症状消失後 48 時間ではウイルス

排出が継続している可能性を否定できない

が、食品取扱事業従事者にそれ以上の待機

を推奨しても現実的には守られないこと等

によって 48 時間待機が決定された可能性

を指摘していた。 

 

Ｄ. 考察 

 今回は新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）パンデミックの影響により、米

国の検査機関等での現地調査が困難となり、

かわりに、US CDC、US FDA、USDA FSIS、UK 

HPA で食中毒発生時対応に関わっていた担

当者から得られた電子メールでの Personal 

Communication の情報および直接の聞き取

りの情報等をもとに調査を行った。問い合

わせを行った担当者らは、以前、ノロウイル

ス等の食品関連ウイルスの担当であったが、

COVID-19 をはじめとする感染症対応専門部

署への異動や組織変更等で調査時には以前

の担当（食品担当）ではない場合が多かっ

た。しかしながら担当していた当時から 1～

2 年程度とそれほど時間も経っておらず、現

場の対応は大きく変更されてはいないであ

ろうとのことであった。 

 どの担当者も、食中毒事件発生時におい

て、喫食された可能性のある食材のウイル

ス検査は実施していないことがほとんどで

あると回答していた。その理由として、担当

者全員が、患者報告時には食品残品が既に

存在していない場合が多いことや、食品残

品からのウイルス検出が難しいことを挙げ

ていた。 

 米国、英国、アイルランドおよびカナダの

政府機関が「食品取扱事業従業員のノロウ
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イルス感染時には、症状が消失してから 48

時間待機後であれば仕事復帰が可能」と情

報提供している根拠に関しては、1994 年以

前の実験データであるウイルス排出期間

「48～72 時間」にもとづいて決められたと

考えられる。しかしながら、ウイルス排出期

間が 72 時間を越えることが判明した現在

でも依然として「48時間」の基準が用いら

れている理由としては、排出されたウイル

スの感染・伝播能力に関するデータが不十

分であること、および科学的根拠だけにも

とづくのではなく、現実的な現場での監視

指導実態に合わせた結果であるとの見解で

一致していた。 

 

Ｅ. 結論 

 本調査により、米国および英国において

は、食中毒事件対応時に、喫食した可能性が

ある食品のウイルス検査を必ずしも実施し

ていないことが確認された。 

 また「食品取扱事業従業員のノロウイル

ス感染時に、症状が消失してから 48時間待

機後であれば仕事復帰が可能」と情報提供

しているのは、実験データは一部存在する

ものの、それだけではなく現場での監視指

導における現実的な対応である可能性が示

唆された。 

 

Ｆ. 研究発表 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

なし 

 

Ｇ. 知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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